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基調講演「アジアの日系企業における人材確保」 

奥西好夫  

法政大学経営学部教授 

 

今日は、主に 2 つのことをお話ししたいと思います。一つは、今日の共通のテーマであるリ

テンション（retention:人材の確保・定着）についてです。裏を返せば離職（の抑止）ということで

す。実務家の方はそれぞれお考えをお持ちだと思いますが、研究者は労働移動やリテンショ

ンをどのようにとらえているのか、あるいは実際にどういう研究があるのかを、簡単にご紹介

したいと思います。 

もう一つは、中国の労働移動の現状がどうなっているのかについて、お話ししたいと思い

ます。私自身は中国の専門家ではありませんが、日本企業はこれまで中国にたくさんの直接

投資をしてきたこともあり、多くの実務家の方がご関心をお持ちだと思います。今回のプログ

ラムでも、中国の方が当初参加される予定でしたが、ご都合が悪くなって参加できなくなりま

した。そういう意味では、私の簡単なお話が補完的な参考になると思います。 

お話しする内容は、おもに研究者の論文に基づいていますが、これには善し悪しがありま

す。一般に研究者は厳密性や一般性を重んじるのですが、中国についてはたくさんの研究が

あるにもかかわらず、まだ必ずしも全員が一致するような結論に達していないという印象があ

ります。ある人はこうだと言っているのに対し、他の研究者はまったく反対のことを言っている

ということがしばしばあります。 

中国という国は非常に大きく地域差があり、企業のタイプも国営企業、外資系企業など多

様です。外資系企業も、本国が米国なのか、欧州なのか、あるいは日本などのアジアなのか

によって違いがあるという研究者もいます。一方には、そんな違いはたいしてないという人も

いるのですが、なかなか意見が一致していないという特徴があると思います。 

それから中国の場合、社会の変化が非常に激しいのですが、研究というのはどうしても時

間がかかり、論文として発表されるとなると数年間かかったりします。今回ご紹介するのは比

較的新しいものですが、それでも、すでに話としては少し古くなっているという印象を持つもの

もあります。そういう限界はあるのですが、研究者の間でどのようなことが言われているのか

を、後半でお話ししたいと思います。 
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スライド１ 

 

さっそく、最初からアルファベットの記号が並んでいて、こういうのは大学教師の悪い癖だ

と自覚していますが、どうぞ少しばかりご辛抱下さい。何を言いたいかというと、労働移動とい

うのはいいことなのか、悪いことなのかという問題です。 

経営者の方はもちろん、せっかく雇用した従業員には定着してもらいたい、長いこと力を発

揮してもらいたいと思うでしょう。ただ一方で、従業員にとって、それが必ずしもベストではない

かもしれないですね。あるいは経営者側も、たとえば非常に景気が悪くなって、全員を抱えて

おくのは難しいという場合もあるわけです。今回のテーマは、定着策が重要だという考えが基

本にあるのですが、一般的に言うと、人が企業の間を移動するのは必ずしも悪いことばかり

ではなく、いい場合もあるのだということを確認しておきたいと思います。 

これは皆さんにご理解いただけると思うのですが、雇用関係というのは、雇う側と雇われ

る側の両方にとってメリットがないと成立しません。それを数式で書くと、この V というのは、従

業員が企業にどれだけの貢献をしてくれるかを表しており、W は賃金です。企業が従業員を

雇うのは、従業員の貢献が賃金として払うコストより大きいからのはずです（V > W）。一方、従

業員がある企業で働くのは、そこから得られる賃金（W）が、たとえば他の会社で働いたときに

得られる賃金（W）よりも大きいからのはずです（W > W）。雇用関係はこれら 2 つの不等式がと

もに成り立つときにのみ、成立します。 
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 スライド 2 

 

経済全体にとって望ましいのは、雇用関係から生まれる企業にとってのメリット（V－W）と

従業員にとってのメリット（W－W）の合計（V－W）が一番大きい状態です。そのことを図で描い

たのがスライド 2 ですが、こういう雇用関係が成り立つためには、V が W より大きくなければな

りません。そして賃金は、V と W の間のどこかで決まることになります。こうした労使双方にと

って互恵的な雇用関係が生まれるための必要条件は、労働者の貢献度（V）が別の会社で得

られる賃金（W）よりも大きいということです。これが経済学の考え方なのですね。 

もしこの上下関係がひっくり返っていると、お互いにとってメリットのある雇用関係はそもそ

も成立し得ないことになります。一つ付け加えておきたいのは、V が W より大きい場合でも、

何らかの理由で賃金が高すぎたり、低すぎたりすれば、雇用関係が実際には成立しないこと

があります。これまでの説明では、V やWなどの数字があたかも簡単にわかっているかのよう

に言ってきましたが、実際には、どのくらい労働者が貢献しているのか（V）、別の会社に行っ

たとき、いくらもらえるのか（W）といったことは、正確にはわからないわけですね。こうした情報

の不完全性の結果、労使双方を満足させるような賃金決定ができないということがあるので

す。 
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スライド３ 

 

あるいは、仮に V や W がわかったとしても、賃金はなかなか簡単に調整しにくい場合があ

ります。たとえば会社のルールで、こういう資格や職務の人に対してはいくら払うということが

決まっている場合、本当はもっと上げたり、下げたりしたほうがいい場合でも調整ができず、

現実には非効率な離職が生じる可能性があります。ただ、そうはいっても、なるべく企業は、

そういうことが起きないように工夫すべきだというのが、最初に私が言いたいことです。 

ここまでミクロレベルのことをお話ししてきましたが、もう一つ、マクロレベルの問題、つまり

国全体の労働移動率がどう決まるかということについてもお話します。今日、多くの人事担当

の方がおられると思いますが、人事の方がいろいろと工夫できることはあるにしても、何でも

できるわけではないという趣旨で実証データを少しご紹介したいと思います。 
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スライド 4 

 

ここに出したのは、日本と中国の離職率の比較です。日本の場合は、政府の全国データ

によると 14.4%ですが、この数字はいわゆる非正社員の方も一部含んでおり、パートタイマー

の方を除くと、この数字から 2～3 ポイント落ちます。中国は、米国系の人事コンサルティング

会社の調査によると 25.6%、この数字は国営企業も一部含んでいますが、多くは外資系企業

です。全国ベースの全ての企業形態を含んだ数字はわかりませんが、日系の外資系企業が

日本よりずっと流動的な労働市場でビジネスをしているのは確かだと思います。 

その右に成長率が示されています。ご存知のように日本はほぼゼロなのに対して、中国

は 9%です。また人口構成も中国のほうが若い。そうすると、中国のほうが労働力が若くて経

済成長率が高いのですから、私に言わせれば、離職率にこの程度の差が出て当たり前だと

思います。と言うのは、以前、日本と韓国・台湾・シンガポールの製造業の離転職率を計算し

たことがあります。 
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スライド 5 

 

日本は、今でこそ離職率は10%台ですが、高度成長期には実は30%ほどありました。さらに

遡って戦前についていうと 5 割を超えていたという姿だったのです。だから日本の労働者が長

期勤続で定着志向が強いというのは、歴史的には比較的最近のことです。他のアジアの新

興国、1980 年代には「アジアニーズ（NIEs）」と呼ばれていましたが、それらの国も経済発展と

ともに労働移動率が低下傾向にありました。ですから、中国も将来的には労働移動率は落ち

ていく可能性があると思います。ただ現時点では経済的に若い国ですので、離職率が高いと

いう事情があると思います。もちろん、どこまで落ちるかは国によって異なると思いますが、少

なくとも経済発展の初期段階ではどこの国でも離職率が高い傾向があるということは、ある程

度まで受け入れる必要があるのではないかというのが、私が申し上げたいことです。 
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スライド 6 

 

労働力の移動に関しては、これまで経済学、心理学、あるいは組織行動論といった分野で、

さまざまな実証研究がおこなわれてきました。いちいち説明はしませんが、個人的にどういう

属性を持った人が移動しやすいか、しにくいかを整理した米国の研究結果をご参考までに載

せました。 

表の読み方ですが、たとえば外部の仕事機会の認識でプラスと書いてあるのは、自分が

いま勤めている会社の外で仕事のチャンスが多いと認識している場合は、辞める可能性が高

いということです。あるいは賃金にマイナスと書いてあるのは、現在もらっている賃金が高け

れば辞める可能性が低いということです。ご覧いただくと、ほぼ常識的に想像できるような結

果が出ています。 
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スライド 7 

 

次に、中国に関するいくつかの実証研究をご紹介したいと思います。まず、多国籍企業に

限ったものですが、どんな人事政策をとっているかについて、10 社ばかりのインタビュー調査

をおこなったものがあります。調査の実施時期は 2000～2002 年とかなり古く、2008 年の労働

契約法施行以降は状況が変化していると思われる点は留意が必要です。 

調査対象企業の略号で JV は合弁、F は外資単独を示しています。また、EU は欧州系、J

は日系、US は米国系の会社です。それぞれ事業開始以来の年数や従業員数、親会社から

の出向者数、従業員に占める出向者の割合、団体協約の有無、それから雇用契約のタイプ

が無期か有期か臨時かという割合、報酬の中で基本給がどれぐらいかなどを載せています。

また賃金格差というのは社内の最高賃金の人と最低賃金の人の賃金の比率です。 

おそらく調査当時から事情がいろいろ変わっている点もあると思います。たとえば無期契

約の人の割合が、ある日系合弁企業の場合 4 割と非常に高いのですが、先ほど言った 2008

年の労働契約法で、有期の契約を 2 回繰り返すと、3 回目に入るときには無期契約にしなけ

ればならないということが決まっており、最近の中国の場合、だいたいの人は有期で採用され

るようです。有期で 2 年とか 3 年の契約を 2 回更新して、将来的に残したい人の場合は無期

になるし、そうでない人はそれ以前に辞めていくというのが一般的になっているようです。 

あと、出向者がどれくらいいるかがよく話題になりますが、これを見ると非常にばらつきが

あり、1 割を超えているところもゼロのところもあります。日系企業は高いといわれるのですが、
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この 10 社の調査を見る限り、必ずしもそこまではいえないという印象を私は持ちました。 

もう 1 つ、賃金格差の問題ですが、日系企業の場合、4 倍、5 倍、7 倍ということで、これは

中国の基準からみると非常に低いと思います。最近まである日本の電機メーカーの中国法人

にずっと行っていた人に聞くと、その会社では 20 倍以上の差がついていると言っていました

ので、今の日系企業がここまで低いかというと、おそらくそうではないと思います。ただ、この

データを見る限り日系企業は低くなっています。 

 

 

スライド 8 

 

もう1つ別の研究（スライド8）ですが、今度は人事施策と勤続年数の関係をみたもので、こ

れは日本的なやり方に対して好意的な見方をしています。勤続年数は、香港や台湾といった

中国系企業が一番長く、次が日本や韓国で、欧米系企業が最も短い。この研究者たちは、日

系企業などは長期雇用の機会を提供していて、欧米系企業はそれを見習うべきだと言ってい

ます。 
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 スライド 9 

 

ただ、それとはまったく正反対の見方を示している研究もあります。それは、中国の特に大

都会で働くビジネススクールの 2 年生や卒業生で、現に多国籍企業で働いている人たちに対

するアンケートとインタビューの結果です。スライド 9 を見るとわかりますが、話を聞いている

のはそれぞれ 9 人、10 人、7 人と、かなり少ないサンプルであり、精度の高い研究とはいい難

い面もあるのですが、他にいい研究がないのでおそらく掲載されたのだと思います。 

これを見ると、中国のビジネススクールを出た若者たちは、端的に言って米国的な成果主

義的システムに対して好ましい印象を持っています。ちなみに、私はいま大学院で中国人の

学生を 5 人教えているのですが、彼らに同じことを聞くと、同じことを言われました。だから日

本に来ている留学生でも、成果主義的な志向が非常に強いことがわかります。 

一方、日系企業で働いている人たちがどういう印象を持っているかというと、雇用保障や

チームワーク、福利厚生については評価していますが、一方で、報酬や昇進が年功的という

か、はっきり言って非常に遅いことや、賃金に関しては非競争的（これは他の外資系企業に

比べて水準が低いという意味です）、また平等主義的すぎるという印象を持っているようです。

また日本人出向者が多すぎるなど、結構ネガティブな評価が残念ながら多いという結果にな

っています。 



 11

 

スライド 10 

 

次に、これはアカデミックなものではなく、コンサルティング会社がいくつかの大都市にある

企業に対して、引き留め策、リテンション策として最も効果的なものは何かをアンケートで聞い

たものです。賃金水準を高くする、引き留めたい特定の人に対してボーナスを払う、別途、金

銭的にあるいは昇進面で配慮するという答えが多いという結果になっています。 

最後にご紹介したいのは、村上さんという私のところの社会人の大学院生が書いた修士

論文の結果です。 
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スライド 11 

 

これは非常にユニークな研究で、ある欧州系のグローバル展開をしている多国籍企業の

調査です。その企業の日本法人と中国法人の人事データを使い、離職率がどれだけで、どう

いう属性の人が実際に辞めているかを統計的に検証したものです。 

2011 年の年間離職率をみると、日本は 7%、中国は 14%となっており、2 倍ほどの開きがあ

ります。ちなみにこの離職率は非自発的な離職も含んでいて、それを除くと日本は 5%ほどだ

ったと思います。中国ももう少し下がります。 

面白いのは、ではどういう人が辞めているのかということですが、日中とも女性マイナスと

書いてあります。これは、女性ほど辞めにくいということを意味しています。これまでの多くの

研究では、女性ほど辞めやすいというのが相場だったのですが、この会社はそこが全然違っ

ていて、女性ほど辞めにくいという結果になっているのです。ちなみに日中どちらも非常に女

性が多く、日本の場合、5 割強が女性です。中国の場合は何と 7 割ほどが女性です。ですか

ら、もともと女性の多い会社だということがあります。 

それから勤続が長かったり、年齢が高かったりすると辞めにくい。これは、これまで常識的

にいわれていることです。最も大きな違いは、中国の場合、職務等級が高く賃金が高い人ほ

ど辞めていないことです。この企業は日本も中国も給与システムとしては職務給を採用してい

ます。だから職務等級が高いというのは賃金が高いことを意味しており、中国の場合は賃金

が高い人ほど辞めていないのですね。 

それから中国では人事評価が高い人も辞めていない。昇進の可能性が高い人も辞めてい
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ない。日本に関しても、こういう説明変数は全部入れたのですが、どれも効いていませんでし

た。つまり、日本は、賃金が高いとか低い、人事評価がいいとか悪い、昇進しそうか、しそうで

ないかといった要因が、転職する、しないの要因としてはあまり効いていないのです。逆に中

国ははっきりと要因が特定できるということです。 

これは非常に面白い違いだと思います。離職率の平均水準がそもそも違うというのは、あ

る意味どうしようもない面がありますが、中国の場合、人事制度を工夫することで、残したい

人を残すということに、ある程度成功していると言ってよいと思います。 

スライドでは、どんな人的資源管理施策を使っているかということも簡単に補足しておきま

したが、この会社の日本法人は採用に関してはまるで日本的なやり方です。ほとんど新卒採

用で、長期雇用をポリシーとしています。それから、もう一つ日本的なのは社内の賃金格差で、

4 倍です。これも、だいたい多くの日本企業の相場だと思います。あと、人事部が比較的大き

な権限を持っています。 

それに対して中国は、中途採用中心で、最初の 6 年間は、先ほど言った 2～3 年の契約を

2 回繰り返すというやり方ですね。それから賃金格差はこの会社の場合、24 倍です。先ほど

の Aon Hewitt の調査にもありましたが、リテンションのためのボーナスなども使っています。

そして人事評価はもちろん、個人の賃金を決める権限を現場のラインマネージャーに委ね、

柔軟な対応を可能にしています。 

 

いろんな人がいろんなことを言っているので、まとめるのが大変なのですが、まず私の印

象は、中国と一口に言っても非常に多様で、急速に変化している、だから、中国はこうなのだ

という単純な一般化は難しいというのが正直な感想です。ただ、そうはいっても、典型的な日

本企業と比べるといくつか傾向的な違いがあるのも事実です。たとえば、職務等級間の賃金

格差は中国のほうが日本よりずっと大きい。それから、これは先ほどの論文の中にもありまし

たし、私が担当している大学院生の話を聞いても、非常に上昇志向が強く、しかも中国の労

働市場自体、競争的で流動的ですので、そういう中で成果主義的な施策を好む傾向が、少な

くとも若者の間では非常に強いという印象を持ちました。 

そこから何が言えるかということですが、何でもかんでも賃金次第だというのは、私も躊躇

があります。しかし、やはり賃金というのは重要なファクターだということは、認めざるをえない

と思います。ただ、従業員みんなに高い賃金を払えるかというと、それはよほど生産性が高く

儲かっている会社でなければ難しいと思います。そうすると誰かに高い賃金を払って、誰かに

は払わないという選択をするしかないですが、その場合には公平性の問題に十分注意しなけ

ればなりません。 

あとは賃金以外の競争優位ですね。これは、後の各国の皆さんからの報告で出てくると思

いますが、当然重要な点です。先ほどの欧州系の外資系企業ですが、なぜ女性が辞めない

かという一つの理由は、ワークライフバランスが非常に充実していることです。日本の普通の

会社は労働基準法どおり週 40 時間ですが、その会社は実は週 35 時間です。残業もほとんど

ありません。そういう会社であれば女性が辞めないというのは、わかる気がしますね。 
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それから、これは少し議論がある点かもしれませんが、日本的なやり方がそのまま海外で

通用するということは、私は正直言ってないと思います。もちろん日本の会社のポリシーで大

事なものは維持すべきだと思いますが、人事に関していえば、やはり、その国、固有の事情

が非常に大きいので、ある程度それを前提にした上で、ビジネスが成り立つようなやり方をと

らなければならないと思います。以上で、私からの話は終わりにしたいと思います。 
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